
様式第１号（第３条関係） 

審 査 基 準 整 理 票 

処 分 名  支援給付の変更の申請に対する処分 

根 拠 法 令 名 

 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに

永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶

者の自立の支援に関する法律（平成 6年法律

第 30号） 

(条項) 第 14条第 4項 

基 準 法 令 名  (条項) 

所 管 部 署 福祉子ども部 生活福祉課 保護第１～４係 

標 準 処 理 期 間 １４日 法定処理期間 １４日（３０日） 

【審査基準】 ・文書の名称 【 生活保護法による保護の基準 
（昭和 38年 4月 1日厚生省告示第 158号）  】 

【 生活保護法による保護の実施要領について 

（昭和 36年 4月 1日厚生省発社第 123号 厚生事務次官通知）】 

【 生活保護法による保護の実施要領について 
（昭和 38年 4月 1日社発第 246号 厚生省社会局長通知）】 

【 生活保護法による保護の実施要領の取扱いについて 

（昭和 38年 4月 1日社保第 34号 厚生省社会局保護課長通知）】 

・掲載図書等【 生活保護手帳（中央法規出版）    】 

・内 容  □全部記載  ■一部・項目のみ記載 

 

[支援給付の変更の申請に対する処分に係る審査基準] 

  支援給付の変更の申請に対する処分に係る審査基準は、中国残留邦人等の円滑な帰国の促進

並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律

第３０号）第１４条第４項においてその例によるものとされる生活保護法（昭和２５年法律第

１４４号）第２４条第９項において準用する同条第１項から第７項の規定による保護の変更の

決定に関して定められた上記に掲げる文書のとおりとする。 

  なお、これらの文書が掲載された上記掲載図書は、担当課において備え置く。 

 

 



参 考 

[根拠法令] 

   中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者

の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号） 

（支援給付の実施） 

第１４条 略 

２～３ 略 

４ この法律に特別の定めがある場合のほか、支援給付については、生活保護法の規定の例によ

る。 

５～８ 略 

 

   生活保護法（昭和２５年法律第１４４号） 

（申請による保護の開始及び変更）  

第２４条 保護の開始を申請する者は、厚生労働省令で定めるところにより、次に掲げる事項を

記載した申請書を保護の実施機関に提出しなければならない。ただし、当該申請書を作成する 

 ことができない特別の事情があるときは、この限りでない。 

 (1) 要保護者の氏名及び住所又は居所 

 (2)  申請者が要保護者と異なるときは、申請者の氏名及び住所又は居所並びに要保護者との

関係 

 (3) 保護を受けようとする理由 

 (4) 要保護者の資産及び収入の状況（生業若しくは就労又は求職活動の状況、扶養義務者の

扶養の状況及び他の法律に定める扶助の状況を含む。以下同じ。） 

 (5) その他要保護者の保護の要否、種類、程度及び方法を決定するために必要な事項として

厚生労働省令で定める事項 

２ 前項の申請書には、要保護者の保護の要否、種類、程度及び方法を決定するために必要な書 

類として厚生労働省令で定める書類を添付しなければならない。ただし、当該書類を添付する 

ことができない特別の事情があるときは、この限りでない。 

３ 保護の実施機関は、保護の開始の申請があつたときは、保護の要否、種類、程度及び方法を

決定し、申請者に対して書面をもつて、これを通知しなければならない。 

４ 前項の書面には、決定の理由を付さなければならない。  



５ 第３項の通知は、申請のあつた日から 14 日以内にしなければならない。ただし、扶養義務

者の資産及び収入の状況の調査に日時を要する等 場合その他特別な理由がある場合には、こ

れを 30日まで延ばすことができる。 

６ 保護の実施機関は、前項ただし書の規定により同項本文に規定する期間内に第３項の通知を

しなかつたときは、同項の書面にその理由を明示しなければならない。 

７ 保護の申請をしてから 30 日以内に第３項の通知がないときは、申請者は、保護の実施機関

が申請を却下したものとみなすことができる。 

８ 略 

９ 第１項から第７項までの規定は、第７条に規定する者からの保護の変更の申請について準用

する。 

１０ 略 

※ 審査基準の内容すべてを記載することができないときは、当該審査基準が記載された図書等の

縦覧をもって代えることができる。 


